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本書について

● 本書は、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）による事業「デジタルライフライン整備事業
／自動運転サービス支援道の開発（一般道）」における成果物のひとつである「先読み情報を活用した自動運転バス運行

業務」実装ガイドライン策定に向けた検討概要書」として作成したものです。

● 本取り組みでは、自動運転移動サービスの普及を通じて人流課題の解決を目指し、データ連携基盤群から取得される先読

み情報を遠隔支援で活用する仕組みの標準化・実用化を進めています。

● 今回はその第一歩として、自動運転移動サービスの導入を検討している事業者等のご意見を取り入れながら、仕様書のた

たき台となる素案を作成しました。
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はじめに
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1.1 本書の策定の背景

5

「デジタルライフライン全国総合整備計画」は、人口減少や人手不足などの社会課題に対応し、地域社会を支える新たなインフ

ラ整備を目指すものです。アーリーハーベストプロジェクトの一つとして、自動運転サービスを支える協調領域「自動運転サー

ビス支援道」が位置づけられています。本書は、NEDOによるデジタルライフライン整備事業のうち、自動運転サービス支援道
（一般道）の検討を整理したものです。

1. はじめに

出所：経済産業省、デジタルアーキテクチャ・デザインセンター
「デジタルライフライン全国総合整備計画概要」（2024年6月）より

出所：経済産業省、デジタルアーキテクチャ・デザインセンター
「第１回自動運転サービス支援道普及戦略ワーキンググループ事務局資料」より

デジタルライフライン全国総合整備計画 自動運転サービス支援道の位置付け

https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/digital_architecture/gaiyo.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/digital_architecture/siryou2jimukyokusiryou.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/digital_architecture/siryou2jimukyokusiryou.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/digital_architecture/siryou2jimukyokusiryou.pdf


1.2 本書の目的
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本書は、一般道における自動運転移動サービスの社会実装を

見据え、遠隔監視型レベル4における自動運転バスの運用に
関する基本的な考え方や、データ連携基盤と遠隔支援システ

ムを組み合わせた際のアーキテクチャ、インターフェースの

構成要素を整理することを目的としています。特に、データ

連携基盤や遠隔監視・遠隔支援などの仕組みを通じて、関係

事業者やシステム間の連携を促進し、安全かつ効率的な自動

運転サービスの実現に資する指針を示します。

現在の遠隔監視型レベル4の運用では、車両停止時に現場
措置業務実施者の駆け付けが必要となり、人員増加による生

産性低下が課題となります。本書では、この課題に対し遠隔

監視＋遠隔支援＋データ連携基盤を組み合わせることで、車

両停止時の対応を高度化し、継続運行と運行生産性の向上を

実現する仕組みを整理します。

1. はじめに

遠隔監視
＋遠隔支援

＋データ連携基盤

遠隔監視
＋遠隔支援

遠隔監視
＋データ連携基盤

遠隔監視

データ連携基盤

なし あり

な
し

あ
り

遠隔支援

As-Is

To-Be



1.3 本書の対象読者
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本書は、バスの運行管理社、ADベンダー、運行システムベンダーなど、遠隔監視＋遠隔支援＋データ連携基盤を組み合わせたデ
ータ連携による先読みを活用した遠隔支援に関心を持つ関係者を対象としています。「自動運転バス運行業務定義書素案」、

「データ連携による先読み情報を活用した遠隔支援システムデータ要件定義書素案」、「データ連携による先読み情報を活用し

た遠隔支援システムシステムアーキテクチャ設計素案」の要点を整理し、全体像を理解できるサマリーとして作成しています。

読者は本書で概要を把握し、必要に応じて各詳細文書を参照できます。

1. はじめに

業務とシステムの設計のドキュメント ドキュメントの読み手

自動運転バス運行業務定義書素案

概要詳細

データ連携による先読み情報を活用した
遠隔支援システム

データ要件定義書素案

データ連携による先読み情報を活用した
遠隔支援システム

システムアーキテクチャ設計素案

運行設計・業務要件整理を行う
プロジェクト関係者

自動運転バス事業のシステム設計担当者、
遠隔監視・運行管理システムの開発者

「先読み情報を活用した
自動運転バス運行業務」
実装ガイドライン策定に

向けた検討概要書
（本書）

オペレーションの担い手

システム開発の担い手



1.4 詳細文書の目次
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本書は、データ連携による先読み情報を活用した遠隔支援に関する考え方を整理したものであり、関連する詳細文書の構成は以

下の通りです。

「自動運転バス運行業務定義書素案」は、先読み情報を活用した遠隔支援を前提に、遠隔監視型レベル4の運行オペレーション
のあるべき姿を示す文書です。これを起点として、必要なデータ要件は「データ連携による先読み情報を活用した遠隔支援シス

テムデータ要件定義書素案」で、各システム間の連携構成は「データ連携による先読み情報を活用した遠隔支援システム システ

ムアーキテクチャ設計素案」で具体化する位置付けにあります。

1. はじめに

自動運転バス運行業務定義書素案

1. 解決すべき課題と自動運転サービス支援道の位置付け

2. 自動運転バス移動サービスにおける運行費用の改善策

3. 自動運転バス移動サービス：ユースケースAs-Is

4. 自動運転バス移動サービス：ユースケースTo-Be

5. 自動運転バス移動サービスの要求仕様

6. 自動運転バス移動サービスのフィージビリティスタディ

7. 特定自動運行旅客運送に関係する法規制論点の整理

8. まとめ

1. 目的・背景

2. 想定ユースケース

3. 遠隔支援におけるデータ利用構造

4. 精度要件

5. 鮮度・遅延要件（更新周期／通信遅延）

6. インターフェース設計（IF仕様書の方針）

データ連携による先読み情報を
活用した遠隔支援システム

システムアーキテクチャ設計素案

1. 概要

2. システム全体像

3. システムアーキテクチャ

4. セキュリティ

5. 非機能要件

6. 将来拡張および展開方針

オペレーション システム

データ連携による先読み情報を
活用した遠隔支援システム
データ要件定義書素案



運行標準モデルの全体像
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2.1 背景：公共交通を取り巻く課題と自動運転への期待

10出典：国土交通省「「交通空白」解消取組の進捗状況について」より 出所：国土交通省「乗合バス事業の収支状況について 令和6年度」をもとに作成

赤字事業者
68%

一般路線バス事業が赤字であるバス事業者の割合

※保有車両30両以上の事業者

令和6年度

大都市 その他地域

25事業者
（17%）

126事業者
（83%）

2. 運行標準モデルの全体像

バス等の公共交通の分野では、高齢化と人口減少を背景に、地方の路線バスが需要減少と深刻な運転手不足に直面しています。

多くの事業者は赤字経営の状況にあり、このままサービス縮小が続けば、移動インフラの空洞化がさらに進むことが懸念されて

います。このような状況に対し、自動運転は省人化を実現する手段として期待されています。ドライバー不足を補い、公共交通

サービスの維持を可能にする方策として、自動運転バスや自動運転タクシーの導入が重要な課題となっています。

https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/57849d08-38bd-4c73-be1d-7b38606a6ee0/1e166997/20260324_meeting_mobility-working-group15_outline_02.pdf
https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk3_000014.html


2.2 事業概要：自動運転移動サービス社会実装・事業化に向けて
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出典：国土交通省、経済産業省、警察庁「自動運転移動サービス社会実装・事業化の手引き 第2版（2025年7月）」より

出典：国土交通省「第３次交通政策基本計画の概要」より

2. 運行標準モデルの全体像

日本政府は、「デジタル田園都市国家構想総合戦略」（2022年12月23日閣議決定）にて、地域限定型のレベル4無人自動運転移
動サービスを2025年度までに50か所程度、2027年度までに100か所以上で提供する目標を掲げていました。
「第3次交通政策基本計画」 （2025年度～2030年度）では、新しい目標として、自動運転サービス車両数を2025年時点の11台

から2030年時点で1万台に増やすことを掲げています。

https://www.road-to-the-l4.go.jp/activity/guideline/pdf/%E8%87%AA%E5%8B%95%E9%81%8B%E8%BB%A2%E7%A7%BB%E5%8B%95%E3%82%B5%E3%83%BC%E3%83%93%E3%82%B9%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E5%AE%9F%E8%A3%85%E3%83%BB%E4%BA%8B%E6%A5%AD%E5%8C%96%E3%81%AE%E6%89%8B%E5%BC%95%E3%81%8D_v2.0_.pdf
https://www.road-to-the-l4.go.jp/activity/guideline/pdf/%E8%87%AA%E5%8B%95%E9%81%8B%E8%BB%A2%E7%A7%BB%E5%8B%95%E3%82%B5%E3%83%BC%E3%83%93%E3%82%B9%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E5%AE%9F%E8%A3%85%E3%83%BB%E4%BA%8B%E6%A5%AD%E5%8C%96%E3%81%AE%E6%89%8B%E5%BC%95%E3%81%8D_v2.0_.pdf
https://www.road-to-the-l4.go.jp/activity/guideline/pdf/%E8%87%AA%E5%8B%95%E9%81%8B%E8%BB%A2%E7%A7%BB%E5%8B%95%E3%82%B5%E3%83%BC%E3%83%93%E3%82%B9%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E5%AE%9F%E8%A3%85%E3%83%BB%E4%BA%8B%E6%A5%AD%E5%8C%96%E3%81%AE%E6%89%8B%E5%BC%95%E3%81%8D_v2.0_.pdf
https://www.road-to-the-l4.go.jp/activity/guideline/pdf/%E8%87%AA%E5%8B%95%E9%81%8B%E8%BB%A2%E7%A7%BB%E5%8B%95%E3%82%B5%E3%83%BC%E3%83%93%E3%82%B9%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E5%AE%9F%E8%A3%85%E3%83%BB%E4%BA%8B%E6%A5%AD%E5%8C%96%E3%81%AE%E6%89%8B%E5%BC%95%E3%81%8D_v2.0_.pdf
https://www.road-to-the-l4.go.jp/activity/guideline/pdf/%E8%87%AA%E5%8B%95%E9%81%8B%E8%BB%A2%E7%A7%BB%E5%8B%95%E3%82%B5%E3%83%BC%E3%83%93%E3%82%B9%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E5%AE%9F%E8%A3%85%E3%83%BB%E4%BA%8B%E6%A5%AD%E5%8C%96%E3%81%AE%E6%89%8B%E5%BC%95%E3%81%8D_v2.0_.pdf
https://www.road-to-the-l4.go.jp/activity/guideline/pdf/%E8%87%AA%E5%8B%95%E9%81%8B%E8%BB%A2%E7%A7%BB%E5%8B%95%E3%82%B5%E3%83%BC%E3%83%93%E3%82%B9%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E5%AE%9F%E8%A3%85%E3%83%BB%E4%BA%8B%E6%A5%AD%E5%8C%96%E3%81%AE%E6%89%8B%E5%BC%95%E3%81%8D_v2.0_.pdf
https://www.road-to-the-l4.go.jp/activity/guideline/pdf/%E8%87%AA%E5%8B%95%E9%81%8B%E8%BB%A2%E7%A7%BB%E5%8B%95%E3%82%B5%E3%83%BC%E3%83%93%E3%82%B9%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E5%AE%9F%E8%A3%85%E3%83%BB%E4%BA%8B%E6%A5%AD%E5%8C%96%E3%81%AE%E6%89%8B%E5%BC%95%E3%81%8D_v2.0_.pdf
https://www.road-to-the-l4.go.jp/activity/guideline/pdf/%E8%87%AA%E5%8B%95%E9%81%8B%E8%BB%A2%E7%A7%BB%E5%8B%95%E3%82%B5%E3%83%BC%E3%83%93%E3%82%B9%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E5%AE%9F%E8%A3%85%E3%83%BB%E4%BA%8B%E6%A5%AD%E5%8C%96%E3%81%AE%E6%89%8B%E5%BC%95%E3%81%8D_v2.0_.pdf
https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/content/001977287.pdf


2.2 事業概要：自動運転移動サービス社会実装・事業化におけるレベル４
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レベル 名称 定義概要
安全運転に係る監視、
対応主体

運転者が一部又は全ての動的運転タスクを実行

0 •運転自動化なし •運転者が全ての動的運転タスクを実行 •運転者

1 •運転支援 •システムが縦方向又は横方向のいずれかの車両運動制御のサブタスクを限定領域において実行 •運転者

2 •部分運転自動化 •システムが縦方向及び横方向両方の車両運動制御のサブタスクを限定領域において実行 •運転者

自動運転システムが（作動時は）全ての運転タスクを実行

3 •条件付き運転自動化
•システムが全ての動的運転タスクを限定領域において実行作動継続が困難な場合は、システムの
介入要求等に適切に応答

•システム（作動継続が
困難な場合は運転者）

4 •高度運転自動化 •システムが全ての動的運転タスク及び作動継続が困難な場合への応答を限定領域において実行 •システム

5 •完全運転自動化 •システムが全ての動的運転タスク及び作動継続が困難な場合への応答を無制 •システム

出典：JASO TP 18004(2018年2月)より

2. 運行標準モデルの全体像

自動運転という用語は、自動車の運転支援システムが運転操作を補佐する状態から、運転者の関与なしに走行する状態まで、

様々な概念で用いられています。JASO（一般社団法人 日本自動車技術会）が定める自動車用運転自動化システムのレベル定義

（JASO TP 18004）に従うことで、自動化の範囲を明確に整理できます。
レベル４は、限定領域で運転者を必要としない自動運転移動サービスの運行を認められた自動運転車を指します。すなわち、

特定条件下に限り、全ての運転タスクは自動運転システムが実行し、運転者は運転タスクから完全に解放されます。車両が特定

条件から外れたり、システム故障または機能限界に陥った場合は、自動運転システムが安全に車両を停止します。



Remote 
Operations
遠隔オペレーション

Remote Interactions with 
Vehicle/Fleet
車両・フリートとの遠隔インタラクション

Remote Driving 遠隔運転

Remote Monitoring 遠隔監視

Dispatching 配車

Remote Assistance 遠隔支援

Remote Interactions with 
Human
人間との遠隔インタラクション

Customer Support カスタマーサポート

Authorities Interactions 当局との連携

Other Road Users Support 他の交通参加者へのサポート
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2.2 事業概要：レベル４における遠隔からのオペレーション

2. 運行標準モデルの全体像

自動運転レベル４で実施される遠隔オペレーション（Remote Operations）の構成要素は、SAEのプログラムの一つであるAVSC
が提供するガイダンス（https://avsc.sae-itc.com/publication/avsc-04-2023）では、以下のように説明されています。車両・フリー
トとの遠隔インタラクションと人との遠隔インタラクションを区別しています。

本書では遠隔監視および遠隔支援に焦点を当てており、乗員や他の交通参加者へのサポートは検討対象外としています。



2.2 事業概要：自動運転レベル４を構成する動的運転タスク
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Destination
and Waypoint

Planning

Object and Event
Detection and 

Response(OEDR)

Lateral Vehicle
Motion Control

Longitudinal 
Vehicle

Motion Control

Vehicle

Motion

Basic Vehicle Motion Control
Planning and Execution for Event/Object

Avoidance and Expedited Route Following

Route and Destination 

Timing and Selection

Operational Functions

Tactical Functions

Strategic Functions

Dynamic Driving Tasks (DDT)

出所：SAE J3016をもとに作成

2. 運行標準モデルの全体像

自動運転における運転操作は、DDT（Dynamic Driving Task：動的運転タスク）と呼ばれます。DDTには、車両の加減速や操舵と
いった車両制御に加え、周囲環境の認識や状況判断など、車両を安全に走行させるために必要な一連の運転行為が含まれます。



自動運転レベル4では、特定の条件下においてシステムがすべてのDDTを実行します。この条件はODD（Operational Design
Domain：運行設計領域）と呼ばれます。ODDとは、自動運転システムが正常に作動する前提となる設計上の走行環境に関する条
件を指します。自動運転車の安全性を確保するため、システムごとにODDが設定されます。ODDの例として、国土交通省が公開
している資料では次のような条件が示されています。

車両がODDから逸脱する場合やシステム異常が発生した場合には、安全を確保するための対応が必要となります。SAE J3016で
は、このような状況において車両を安全な状態へ移行させるための概念としてMRMとMRCを定義しています。

MRMは車両を最小リスク状態へ移行させるための動作を指し、その結果として到達する状態がMRC（最小リスク状態）です。

2.2 事業概要：最小リスク動作（MRM）と最小リスク状態（MRC）

15

MRC

（Minimal Risk Condition）

自動運転車両が与えられた旅程を完了することができないとき、衝突のリスクを低減する

ために、動的運転タスクからの縮退動作ののちに到達しうる安定した停止状態をいう。

MRM 

（Minimal Risk Maneuver）

MRCに到達するために自動運転車両によって実行される動的運転タスク（DDT）からの縮

退動作。

• 道路条件（自動車専用道路、一般道など）

• 地理条件（山間部、設定済みジオフェンスなど）

• 環境条件（天候、夜間制限など）

• その他（速度制限、信号情報等のインフラ協調の要否など）

2. 運行標準モデルの全体像



2.3 自動運転サービスの課題と運行管理社による効率化の重要性

16

日本における自動運転サービスは、ベンダーや地域ごとに個別システムが構築されつつあり、地域特性に応じた柔軟な設計が可

能である一方、重複する開発によるコスト増大や非互換によるスケール阻害といった課題が顕在化する恐れがあります。

本書では、このように事業者間の連携が求められる状況を踏まえ、特に運行管理社が費用の効率化施策を検討する主体である

という観点に着目し、以降では運行管理社におけるコスト削減策を検討します。インタフェースの標準化やデータ連携基盤の構

築により、複数ベンダー・複数実装地域を横断した効率的な運用の実現を目指します。

2. 運行標準モデルの全体像

自動運転時代のオペレーション事業者
（＝交通事業者と兼ねる/兼ねない双方の形態の可能性あり）

バスの利用者運行管理社
（事業者等）

自動車メーカー

車内システム 自治体

ADベンダー
（自動運転の開発）

移動サービス
設計者

インフラ
機器・システム

ベンダー

運行システム
ベンダー

自動運転

主体 役割

自動車メーカー 自動車の提供

車内システム バス用機器の提供

移動サービス設計者 移動サービス導入の検討・推進

運行管理社 移動サービスの運行

自治体 利用者ニーズの把握

バスの利用者 移動サービスの利用

ADベンダー 自動運転技術の提供

運行システムベンダー 遠隔監視システム等の提供

インフラ機器・
システムベンダー

自動運転と連携した
システムの提供



2.4 自動運転移動サービスの事業化に向けた課題と打ち手

17

自動運転移動サービスの実装に向けては、事業性が成立するサービスモデルの確立と運行を継続する体制構築が重要です。

このモデルの実現に向け、運行管理社の立場から解決すべき課題は様々ありますが、実証を経て「障害物（路駐車）回避」によ

るMRM発生について優先度高く対策すべきことが明らかになりました。

2. 運行標準モデルの全体像

事業性の成立を
目的とした、
自動運転
コスト逓減

導入コスト削減

運行コスト削減

車両コスト削減

調律コスト削減

人件費削減

ソフトウェア・ハー
ドウェアの運用・保

守費削減

結果
打ち手による
期待効果 打ち手

少品種多量生産
による効果創出

自動運転の運用効率
化による効果創出

ODDの拡張による
サービス拡大

MRMの回避による
運行ダイヤの維持

MRM・MRCからの
早期復帰による運行

ダイヤの維持

導入車種を減らす

導入台数・
地域を増やす

• 事業の規模を拡大するためには、ODDを広げる必要があ
ります。ODDの拡張により、サービス可能なエリアや条
件が増え（ex.BRTから一般道へ）、収益の最大化が可能
になります。

• MRMが頻発すると、運行停止時間が増え、収益性や顧客
満足度に悪影響を及ぼします。

• MRMを未然に防ぐことで、車両の稼働率が向上し、運行
スケジュールを維持できます。

• 自動運転車の事業では、MRM後の迅速な復帰が重要です。
復帰が遅れると運行スケジュールの乱れや顧客満足度の低
下に繋がり、サービスとしての信頼性が損なわれます。

• 例えば、遠隔支援や現地サポートが必要な場合は、そのコ
ストを抑える手法が事業性を左右します。

• 車種を減らしかつ導入台数を増やすことで規模の経済が働
き、1台あたりの車両コストの削減が期待できます。

• 同様に、経験効果より車両の調律コストの削減が期待でき
ます。



運行業務の標準化

0３



3.1 遠隔監視・遠隔支援・データ連携基盤による運行アーキテクチャ

19

安全かつ効率的な自動運転移動サービスを実現するためのアーキテクチャを示しています。従来の遠隔監視に加え、遠隔支援と

データ連携基盤を統合することで、より一層の省人化を図り、遠隔監視者（特定自動運行主任者）：自動運転バス：緊急時対応

員（現場措置業務実施者）＝1：N：1の運行体制の実現を目指します。

3. 運行業務の標準化

サイバー空間 特定自動運行主任者遠隔監視室

運行現場

現場措置業務実施者緊急時対応員

複数の運行現場
をまとめて監視

各現場で
運用体制構築が必要

フィジカル空間

走行ルート上の
ODD情報等

データ連携基盤群

プローブ

遠隔監視 ＋ 遠隔支援 ＋ データ連携基盤



3.2 MRM発生による運行上の課題
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自動運転バスは、安全確保のために停止することがあります。自動運転レベル2の実証では、運転手が手動介入することで走行を
継続できます。一方、これを自動運転レベル4で運行した場合、以下の図のように障害物によってバスが立ち往生し、現場措置業
務実施者が駆け付けて対応するまで自動走行を再開できません。このような運用では、駆け付け対応のための人員が必要となり、

運行コストの増加につながります。

3. 運行業務の標準化

自動運転バス

遠隔監視者
（特定自動運行主任者）

MRMトリガー

現場措置業務実施者

常時監視

自動走行 立ち往生状態 MRM MRC 自動走行

駆け付け
指示

車両の停止時間が長くなり遅延

障害物
（路上駐車等）

現場対応
駆け付け拠点

に戻る
駆け付け駆け付け拠点で待機

駆け付け拠点
で待機

MRMトリガー
の解消

運行中の状態 課題

遅延でサービス
の質が低下

常時監視で
生産性低下

拘束人数増で
人件費増加

拘束時間が長くなる

拘束時間が長くなる

対応策

先読み情報活用
でMRM回避

イベント駆動型
による1：N監視

遠隔監視・遠隔
支援により現地

対応減



3.3 遠隔支援および1対N型監視が生産性を向上させる施策

21

遠隔監視型自動運転レベル4では、車両ごとの対応等への人依存により人件費の増大といった課題が生じます。これに対し、本検
討では遠隔監視に遠隔支援およびデータ連携基盤を組み合わせることで、運行の生産性向上を図ります。

3. 運行業務の標準化

遠隔監視
＋遠隔支援

＋データ連携基盤

遠隔監視

As-Is

To-Be

課題 常時監視で生産性低下

対応策 イベント駆動型による1：N監視

現場措置業務実施者の人件費減 自動運転バスのサービス向上 遠隔監視者の生産性向上

駆け付け・対応

Obstacle 
Stop

現場措置業務
実施者

障害物

現地の拘束人数増で人件費増

遠隔監視・遠隔支援により現地対応減

遅延でサービスの質が低下

先読み情報活用でMRM回避

現場措置業
務実施者

1 2 N
…

遠隔監視者

自動運転
バス

…

…

1 2 M

1 2 M

1

1

1 2 N
…

遠隔監視者

自動運転
バス

…

遠隔支援 遠隔支援 遠隔支援

障害物
遠隔監視者

プローブ

予防措置

データ連携基盤

1 2 N
…

リスク情報通知

データ連携基盤

遠隔監視者

対応の事前準備可能

遠隔監視

1

遠隔監視者



3.4 運行業務フロー全体像
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自動運転移動サービスの円滑な運行を妨げる要因の一つとして、障害物（路上駐車）が挙げられます。路上駐車により車両が立

ち往生した場合には、遠隔から対応することで自動走行の継続・再開を図ります。

詳細文書のひとつである「自動運転バス運行業務定義書素案」では、こうした遠隔からの対応のタイミングに応じて、3つのシ
ナリオに基づく運行業務フローを整理しています。

3. 運行業務の標準化

自動運転バス

MRMトリガー

自動走行中の
遠隔支援

立ち往生状態に
おける遠隔支援

MRC状態からの
運転再開

自動走行 立ち往生状態 MRM MRC 自動走行

車両の停止時間が長くなり遅延

障害物
（路上駐車等）

MRMトリガーの
解消

運行中の状態

遠隔監視者
（特定自動運行主任者）

シナリオ① シナリオ② シナリオ③



データ連携による運行生産性向上

0４



4.1 データ連携基盤の位置付け

24

データ連携基盤は、自動運転バスの走行ルート上のリスク情報を先読み情報として収集・統合し、遠隔監視者へ提供します。

詳細文書のひとつである「データ連携による先読み情報を活用した遠隔支援システム システムアーキテクチャ設計素案」では、

To-Be像として遠隔監視・遠隔支援・データ連携基盤を組み合わせた運行において、各システムがどのように連携するかを整理し
ています。これにより、関係者間で統一的な設計基準としての役割を果たします。

4. データ連携による運行生産性向上

サイバー
空間

遠隔支援コンソール

遠隔監視室

運行現場

現場措置業務実施者

フィジカル
空間

プローブ

＋ データ連携基盤

環境情報連携
システム

車両情報連携
システム

データ流通システム

コネクテッドカー路側機

自動運転車両管理システム 遠隔支援システム

映像・音声システム
C.路側情報

D. 車両プローブ
情報

B. 運行管理データ E. 遠隔支援データA. 車両状態データ

C.＋D.

遠隔監視 ＋ 遠隔支援

遠隔監視者



4.2 最小限必要となるデータ連携要件
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詳細文書のひとつである「データ連携による先読み情報を活用した遠隔支援システム データ要件定義書素案」ではシステム間

連携において必要となるデータ要件について整理しています。データ互換性と相互運用性を担保するとともに、導入負荷を抑え

た共通要件を提示することを目的としています。

検討に際しては、車両プローブ情報に係る車両情報連携システムについては「実証実験車両情報連携システム要求仕様書（仮

仕様）」、路側情報に係る環境情報連携システムについては「ITS FORUM RC-019 1.0版」等を参考にしています。

4. データ連携による運行生産性向上

分類 データ 役割

A 車両状態データ 車両の現在状態（位置・速度・加速度・自動運転状態な

ど）を把握し、遠隔監視・支援判断の基礎情報として利用

B 運行管理データ ダイヤ・運行計画・運行状況を管理し、運行全体の最適化

および異常時の判断材料として活用

C 路側情報 信号情報、道路インフラ情報等を取得し、安全確保および

車両の意思決定を支援

D 車両プローブ情報 他車両や自車の走行データを活用し、障害物、路面状態、

交通状況等の環境認識を補完

E 遠隔支援データ 支援リクエスト内容や判断結果を含み、遠隔監視員による

意思決定・介入を支援

データ連携基盤

遠隔監視

遠隔支援

構成要素

To-BeAs-Is

構成要素の範囲



今後の発展と更新の考え方

05



データ連携基盤群自動運転バス

ロボタクシー

自動運転トラック

5.1 データ連携基盤の拡張

27

データ連携基盤のネットワーク効果を最大化するには、データの提供者と利用者の双方を拡大することが重要です。

データを提供する連携サービス層や、それを活用するアプリケーションとアセットの拡張に加え、それらをハブとして接続す

るシステムの高度化ができれば、公共財としてのデータ連携基盤の価値をより高める事が可能となります。

5. 今後の発展と更新の考え方

AVSCが示す遠隔オペレーションの構成要素

Remote Interactions with Vehicle/Fleet
車両・フリートとの遠隔インタラクション

Remote Interactions with Human
人間との遠隔インタラクション

Remote Monitoring 遠隔監視

Dispatching 配車

Remote Assistance 遠隔支援

Customer Support
カスタマーサポート

Authorities Interactions
当局との連携

Other Road Users Support
他の交通参加者へのサポート

アセット層 アプリケーション層 データ流通層 連携サービス層

データ流通
システム

車両情報連携
システム

接続車両の拡大 1対N運用への対応に向け、適応ユースケースの拡張 通信・セキュリティの高度化 標準化と競争領域の整理

環境情報連携
システム

凡例 現在検討 拡張可能性
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